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● 改革の意義と狙い 

 
・ 金利の逆転構造に支えられた収益構造（図１） 
・ 金利正常化の過程で、国債価格の変動リスクが顕在化（金利期間構造のミスマッチ 図２） 
・ 改革の本質は、官業金融ビジネスの（適正規模への）「縮小」と調達・運用の自由度の拡大 
 
 
● 「小泉後の政権」に引き継がれた課題 

 
・ 金融二社の一般企業としての自立⇒「財政資金の大口提供者」としての役割からの離脱 
・ 政府の資金需要の抑制⇒プライマリー・バランスの均衡から黒字化へ 
・ 公的債務の残高縮小、公的資産の適正管理（有効活用、売却、資産査定の厳格化）（表１） 
・ 資産負債の管理権限の「分断（fragmentation）」の解消 
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図１　金利差（民間預金金利－国債金利）の日米英比較
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注）民間預金金利は、日本が２年定期預金金利、米国および英国が３ヶ月定期預金金利。国債金利は、日本が利付国債２年物、米国が財務省
　　 証券３ヶ月物、英国が大蔵省証券91日物。
資料）日本銀行『金融経済統計月報』および『国際比較統計』、FRB『BOARD OF GOVERNORS OF THE FEDERAL SYSTEM』
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図２ 郵貯の経営危機発生のシナリオ 

資産の部（約 265 兆円） 負債・資本の部（約 265 兆円） 

○ 国債・地方債等（約 243 兆円） 
○ 社債・その他債券等（約 10 兆円） 

○ 郵便貯金（約 211 兆円） 
うち、定額貯金（約 143 兆円）

       通常貯金（約 56 兆円）

金利機関：平均 3～5 年 
金利期間： 短 6 ヶ月 

金利の期間構造にミスマッチが存在 

金利上昇局面で、解約オプションの行使が増加

（引き出し・預け替えが殺到） 

郵貯の収益を圧迫、逆ザヤに見舞われる恐れ 

経営危機に陥る可能性あり←公的資金の投入？ 

資料：『郵便貯金 2005』（日本郵政公社）をもとに作成  
 

表 1 国の貸借対照表（2002 年 9 月末現在） 
単位：兆円 

科目 2002年度 科目 2002年度
現金・預金 38 未払金・借入金 29
有価証券 119 政府短期債券 46
未収金 20 公債 348
貸付金 286 郵便貯金 233

有形固定資産 191 公的年金預り金 161
出資金 48 保険準備金 112
その他 63 その他 64

資産合計 765 負債合計 993

資産の部 負債の部

 

出所：「国の貸借対照表の試算」（2002 年 9 月末） 
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